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別紙

申 請 事 項 記 載 書

１ 調査の名称

建設工事統計調査（建設工事施工統計調査（以下「施工調査」という。）及び建設工事受注動態統計調査（以下「動態調査」という。）

２ 変更の内容

新 旧 変更理由

４ 報告を求める者

（２）選定方法（□全数 ■無作為抽出 ■有意抽出）

①施工調査

建設業許可業者を資本金階層別・層化業種別

に分類し、次の条件に基づき、約11万業者を抽

出。

○大臣許可業者は全数抽出

○知事許可業者は次の条件に基づき抽出

・資本金又は出資金が3千万円以上の業者は全

数抽出

・舗装、板金、さく井工事業の許可を有する

業者は全数抽出

・上記以外の許可業者について、資本金階層

別、層化業種別に分類し、各層ごとに抽出

率を設定（※）して抽出（都道府県別に均

等抽出）

【※抽出率の設定方法】

全数抽出層以外の業者について、完成

工事高の標準偏差に基づき、６つのグル

ープに分類し、一番標準偏差が大きいグ

４ 報告を求める者

（２）選定方法（□全数 ■無作為抽出 ■有意抽出）

①施工調査

建設業許可業者を資本金階層別・層化業種別に

分類し、次の条件に基づき、約11万業者を抽出。

○大臣許可業者は全数抽出

○知事許可業者は次の条件に基づき抽出

・資本金又は出資金が3千万円以上の業者は全

数抽出

・舗装、しゅんせつ、板金、さく井工事業の

許可を有する業者は全数抽出

・上記以外の許可業者について、資本金階層別、

層化業種別に分類し、各層ごとに抽出率を設

定（※）して抽出（都道府県別に均等抽出）

【※抽出率の設定方法】

全数抽出層以外の業者について、完成工

事高の標準偏差に基づき、６つのグルー

プに分類し、一番標準偏差が大きいグル

・統計精度の向上を図る観点から、全数

抽出業種及び都道府県別・抽出層別最

低抽出数を見直すとともに、抽出率の

設定のための抽出層ごとの標準偏差

を更新
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ループは全数抽出とし、残りの５つのグ

ループについては、グループ毎の平均標

準偏差を指標としたネイマン配分により

抽出率を設定

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は

期間

（１）報告を求める事項

①施工調査

・【削除】

・建設業の付加価値及び原価等

○経費

うち人件費

○販売費及び一般管理費

うち人件費

○材料費

○労務費

うち労務外注費

○外注費

○租税公課

○営業損益

○減価償却

ープは全数抽出とし、残りの５つのグル

ープについては、グループ毎の平均標準

偏差を指標としたネイマン配分により抽

出率を設定

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は

期間

（１）報告を求める事項

①施工調査

・国内建設工事の年間受注高

○発注者別（元請・下請別、公共・民間別）

○共同企業体による受注高

（元請・下請別、公共・民間別）

・建設業の付加価値

○人件費

○労務費

○租税公課

○営業損益

○減価償却

・動態調査の月間受注高から推計が可能

であるため、報告者の負担軽減を図る

観点から調査事項を削除

・競争の激化による受注価格の低下等に

より、建設産業全体として厳しい状況

に直面している現状を踏まえ、建設産

業構造に内在する現状と課題を把握

する観点から、調査事項の追加等を行

う。
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調 査 計 画 （ 変 更 後 ）

１ 調査の名称

建設工事統計調査

２ 調査の目的

建設工事及び建設業の実態を明らかにし、建設行政等に必要な基礎資料を得ることを目的とする。

３ 調査対象の範囲

（１）地域的範囲

全国

（２）属性的範囲

建設業法上の許可を受けた建設業者

４ 報告を求める者

（１）数

①建設工事施工統計調査票（以下「施工調査票」とする。）

約１１万業者（母集団数 建設業許可業者：約５０万業者）

②建設工事受注動態統計調査票甲（共通）（以下「動態調査票甲」とする。）

約１２，０００業者（母集団数 建設業許可業者：約５０万業者）

③建設工事受注動態統計調査票乙（大手指定建設業者）（以下「動態調査票乙」とする。）

４９業者（母集団数 建設業許可業者：約５０万業者）

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 ■有意抽出）

①施工調査票

建設業許可業者を資本金階層別・層化業種別に分類し、次の条件に基づき、約１１万業者を抽出。

○大臣許可業者は全数抽出

○知事許可業者は次の条件に基づき抽出

・資本金又は出資金が３千万円以上の業者は全数抽出

・舗装、板金、さく井工事業の許可を有する業者は全数抽出

・上記以外の許可業者について、資本金階層別、層化業種別に分類し、各層ごとに抽出率を設

定（※）して抽出（都道府県別に均等抽出）

【※抽出率の設定方法】
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全数抽出層以外の業者について、完成工事高の標準偏差に基づき、６つのグループに

分類し、一番標準偏差が大きいグループは全数抽出とし、残りの５つのグループについ

ては、グループ毎の平均標準偏差を指標としたネイマン配分により抽出率を設定

②動態調査票甲

建設業許可業者を母集団とし、建設工事施工統計調査の標本抽出を第１相とする層化２相抽出法

により、約1万2千業者を抽出（国土交通大臣が指定した大手指定建設業者49社については有意抽出）。

第２相の標本抽出については、建設工事施工統計調査の結果を利用し、次の条件に基づき抽出

○完成工事高が１億円未満の業者は抽出しない

○完成工事高が５０億円以上の業者は全数抽出

○上記以外の業者については、完成工事高及び公共元請完成工事高に基づき完成工事高を指標と

したネイマン配分により抽出率を設定（半数は都道府県別業者数に応じて抽出し、残りの半数は

に都道府県別に均等抽出）

③動態調査票乙

国土交通大臣が指定した大手指定建設業者49社について有意抽出

（３）報告義務者：建設業許可業者

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

（１）報告を求める事項

①施工調査票

・企業名及び所在地

・経営組織

・資本金又は出資金

・有形固定資産

・業態別工事種類

・就業者数

・国内建設工事の年間完成工事高

・兼業売上高

・建設業の付加価値額及び原価等

・都道府県別元請完成工事高（大臣許可業者及び資本金又は出資金の額が２，０００万円以上の

法人で都道府県知事の許可を受けたもの）

② 動態調査票甲
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・企業名

・所在地

・許可番号

・経営組織

・資本金又は出資金

・国内建設工事の月間受注高

・公共機関からの受注工事（１件５００万円以上の元請工事に限る）

イ 工事名

ロ 施工場所

ハ 発注機関

ニ 目的別工事分類

ホ 工事区分

ヘ 工事種類

ト 受注形式

チ 請負契約額

リ 特定建設工事共同企業体又は経常建設共同企業体により受注した工事（以下「ＪＶ工事」

という。）の持分額

ヌ 完成予定年月

・民間等からの受注工事（土木工事及び機械装置等工事については１件５００万円以上、建築工

事・建築設備工事については１件５億円以上の元請工事に限る）

イ 工事名

ロ 施工場所

ハ 発注者

ニ 工事種類

ホ 工事区分

へ 請負契約額

ト 完成予定年月

③ 動態調査票乙

・発注者別及び工事種類別の月間受注高

・施工場所別の月間受注高

・月間施工高及び月末の未消化工事高
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（２）基準となる期日又は期間

①施工調査票

決算期が３月３１日である建設業者にあっては毎年３月３１日、その他の建設業者にあっては

毎年３月３１日前の直近の決算期までの１年間（就業者数については、7月1日現在）

②動態調査票甲・乙

毎月1日から末日

６ 報告を求めるために用いる方法

（１）調査組織

①紙 媒 体 国土交通省 － 都道府県 － （統計調査員） － 報告者

②電子媒体 国土交通省 － 報告者

（２）調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（ ））

・調査員調査

統計法（平成19年法律第53号）第14条の規定に基づき、都道府県知事が統計調査員を置いた場合、

その統計調査員は都道府県知事から指定された営業所を担当し、都道府県知事の指揮監督を受けて、

調査票の配布、収集その他これらに付帯する事務を行う。

・郵送調査

都道府県から報告者へ調査票を郵送し、報告者において記入し、これを提出期限までに返送する。

・オンライン調査（大手指定建設業者以外の業者）

ホームページ上に電子調査票を用意し、報告者において記入し、提出期限までに送信する。

・オンライン調査（大手指定建設業者）

国土交通省から報告者あてに電子調査票を電子メールで送信し、報告者において記入し、送信。

電子メールの送受信に当たっては、調査票情報が保存されているファイルに対して、報告者ごと

に異なるパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。

７ 報告を求める期間

（１）調査の周期

①施工調査票：１年

②動態調査票甲・乙：毎月

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限

①施工調査票
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調査票発送時期：毎年６月３０日まで

調 査 期 日：毎年７月１日

提 出 期 限：毎年７月３１日

②動態調査票甲・乙

調査票発送時期：月の末日まで

調 査 期 日：毎月末日

提 出 期 限：動態調査票甲 翌月１０日

動態調査票乙 翌月２０日

８ 集計事項

①施工調査票

・専業・兼業別、業種別、経営組織別、資本金階層別－企業数

・経営組織別、業種別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、有形固定資産

高、兼業売上高

・専業・兼業別、経営組織別、業種別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、

有形固定資産高、兼業売上高

・経営組織別、業種別、資本金階層別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、

有形固定資産高、兼業売上高（建設業専業企業）

・経営組織別、業種別、完成工事高規模別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原

価等、有形固定資産高、兼業売上高

・業種別、従業者規模別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、有形固定資

産高、兼業売上高

・経営組織別、企業所在都道府県別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、

有形固定資産高、兼業売上高

・業種別、企業所在都道府県別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値額及び原価等、有形

固定資産高、兼業売上高

・経営組織別、資本金階層別、企業所在都道府県別－企業数、完成工事高、就業者数、付加価値

額及び原価等、有形固定資産高、兼業売上高（建設業専業企業）

・業種別、施工都道府県別－施工企業数、元請完成工事高

②動態調査票甲・乙

・業種別、経営組織別、資本金階層別、建設業者所在都道府県別－受注高

・業種別、受注高規模別－受注高
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・発注機関別、目的別工事分類別、工事種類－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約額、

ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・発注機関別、目的別工事分類別、工事規模別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約

額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・発注機関別、目的別工事分類別、工事規模別－工事件数、請負契約額 （工期別）

・経営組織・資本金階層別、目的別工事分類別、工事規模別 －工事件数、請負契約額（発注機

関別）

・発注機関別、目的別工事分類別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約額、ＪＶ工事

件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（完成年度別）

・業種別、目的別工事分類別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約額、JＶ工事件数、

ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・目的別工事分類別、工事種類、工事規模別、工期別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請

負契約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区

分別）

・発注機関別、目的別工事分類別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負

契約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・発注機関別、経営組織・資本金階層別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たり

の請負契約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事

区分別）

・発注機関別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額（工

事規模別）

・業種別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約額、ＪＶ工事件数、

ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・業者所在都道府県別、資本金階層別－請負契約額（施工都道府県別）

・目的別工事分類別、工事種類、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契

約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契約額、ＪＶ工事１件当たりの請負契約額（工事区分別）

・目的別工事種類別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、ＪＶ工事件数、ＪＶ工事請負契

約額（工事規模別）

・発注者別、工事種類別、工事規模別、工期別－工事件数、請負契約額（工事区分別）

・発注者別、工事種類別、工事規模別－工事件数、請負契約額（工事区分別、完成年度区分別）

・業種別、経営組織・資本金階層別、工事種類別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負

契約額（工事区分別）
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・業者所在都道府県別、資本金階層別－請負契約額（施工都道府県別）

・発注者別、工事種類別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額（工事区分別、完成年度区

分別）

・業種別、経営組織・資本金階層別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの

請負契約額（工事区分別）

・業種別、経営組織・資本金階層別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの

請負契約額（発注者別）

・工事種類別、施工都道府県別－工事件数、請負契約額、１件当たりの請負契約額（工事区分

別）

・発注者別、工事種類別－受注高（乙に限る）

・工事種類別－施工高（月間）、未消化工事高（乙に限る）

・発注者別、工事種類別－大規模工事件数、受注高（乙に限る）

・施工都道府県別－受注高（乙に限る）

９ 調査結果の公表の方法及び期日

（１）公表の方法

記者発表、インターネット（e-Stat）及び印刷物（月、年）による公表

（２）公表の期日

①施工調査票

毎年度末

②動態調査票甲･乙

動態調査票甲：調査期日の翌々月の１０日前後

動態調査票乙：調査期日の翌月の末日

10 使用する統計基準

表章に使用する業種については、建設業許可業種を基本とし、日本標準産業分類も参考にしつつ、

可能な限り細分類又は小分類を採用して表章を行うこととする。

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者

（１）保存期間

・調査票及び集計結果（紙媒体） ：２年

・調査票及び集計結果（電子媒体）：永年
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（２）保存責任者

国土交通大臣

12 立入検査等の対象とすることができる事項

・国内建設工事の月間受注高

・請負契約額

・ＪＶ工事の持分額

・就業者数

・国内建設工事の年間完成工事高

・有形固定資産

・兼業売上高

・建設業の付加価値及び原価等



012204
スタンプ



７．国内建設工事の年間完成工事高
・ １ 年決算のとき…決算期が３月31日のときは、３月31日現在の決算確定値を記入してください。決算期が３月31日でないときは、３月31日前の直近の決算期の決算確定値を記入してください。
・ 半年決算のとき…決算期が３月31日のときは、３月31日の決算確定値と３月31日前の直近の決算期の決算確定値との合計額を記入してください。

決算期が３月31日でないときは、３月31日前の直近の決算期２回の決算確定値の合計額を記入してください。
・ 工事種類区分については、「記入上の注意（その２）及び（その５）」をよく読んでください。また、下請工事は発注者区分がありませんので注意してください。

(円)

（注 意） １． こ の 調 査 は 、 統 計 法 (平 成 1 9 年 法 律 第 53 号) に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査 で 、 調 査 対 象 の 企 業 は 報 告 の 義 務 が あ り ま す 。 （1） 標 準 字 体 を 手 本 に し て く だ さ い (枠 か ら は み だ し た り 、 小 さ す ぎ た り し な い で く だ さ い) 。
2． 記 入 に 当 た っ て は 、 別 紙 の 「記 入 の 手 引 き」 を よ く 読 ん で く だ さ い 。 こ の 調 査 票 は 機 械 に か け ま す の で 、 汚 し た り 、 折 っ た り し な い で く だ さ い 。 （2） 筆 記 用 具 は 鉛 筆 (HB ・ 黒) 又 は シ ャ ー プ ペ ン シ ル (0.5 mm , HB , 黒) を 使 用 し 、
3． 秘 密 の 保 護 に は 万 全 を 期 し て い ま す の で 、 あ り の ま ま を 記 入 し て く だ さ い 。 ワ ー プ ロ 等 に よ る 出 力 印 字 は 避 け て く だ さ い 。

（3） 間 違 え た 場 合 は 、 消 し ゴ ム で き れ い に 消 し て か ら 記 入 し て く だ さ い 。

(円)

(円)

・ ７月１日現在（当日が土曜日、日曜日、休日等であったり、雨天等のため作業が通常の

形で行われなかった場合は、翌日以降で作業が通常の形で行われた日とする。）における

貴社の建設業部門の就業者数を以下の区分に従って記入してください。

６． 就業者数

なお、建設業以外の部門がある場合は、当該部門の従業者数を最下段に記入してください。・

共通部門の従業者数は、売上高比率等適切な方法によって、建設業部門と建設業以外の

部門にあん分してください。

・

・

決算期が３月31日のときは、３月31日現在

の決算確定値を記入してください。

３． 資本金又は出資金（２．の経営組織で法人とした企業だけ記入してください）

決算期が３月31日でないときは、３月31日

前の直近の決算確定値を記入してください。

千億 百億 十億 億 千万 百万・

(1) 土 木 工 事
非 住 宅

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 千億 百億 十億 億 千万 百万兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

合計 (1) ＋ (2) ＋ (3)
住 宅

(2) 建 築 工 事 ・ 建 築 設 備 工 事
(3) 機 械 装 置 等 工 事工事種類区分

発注者区分

新設工事

維持・修繕工

事

元 請 工 事 合 計

公共発注工

事
Ⅰ

元

請

工

事

新設工事

維持・修繕工

事

民間発注工

事

Ⅱ 下 請 工 事

調査票

の種類
１

企業番号＊
調査都道

府県番号＊提出期限

平成 年 月 日 －調査票番号＊

１． 企業名及び所在地

（１） 企業

（２） 許可番 国土交通大 （ ） 第 号

知事 （ ） 第 号

（３） 所在

電話（ ） 局 番

２． 経営組織

２ 個人 ・ ・ ・知事許可

１ 個人 ・ ・ ・大臣許可 ３ 法人 ・ ・ ・大臣許可

４ 法人 ・ ・ ・知事許可

区分

設問３と同じ決算期の決算確定値

を記入してください。
・

４． 有形固定資産（土地を除く） 十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

右に掲げる業態別工事種類一覧（32種）のうちから、年間における完成工事高の

多い順に２つ選んで、その工事種類の番号を記入してください。

５． 業態別工事種類

工事種類の番号 ２番１番

兆
千

億

百

億

十

億
億

千

万

十

兆

百

万

就 業 形 態
職 種

ａ． 従業者（労務外注を除く）（人）

常雇等

臨時・日雇

ｂ． 労務外注（人）

労務外注契約の相手先が、建設

業許可業者である場合は除く

うち安定的な者

（専属的・

継続的な者

(１) 役員（経営者を含み、常勤の者に限る）

建

設

業

部

門

(２) 事務、営業、販売その他の従業者

技術者（工事の設計、積算又は現場施工

の管理・監督にあたる者）

(４) 現場労働者（(3)技術者を除く）

(５) 合 計 (１)＋(２)＋(３)＋(４)

建設業以外の部門の従業者数（役員も含める）

(３)

本調査票の記入内容に

ついて、照会を受けた場

合、回答ができる方の連

絡先

所属課名

記入者氏名

電話 直通番号 － －

（又は内線番号）

内線番号：

平成 年 月 日

報告義務者の氏名

・建設業以外の売上高を記入してください。

・設問７と同じ決算期の決算確定値を記入

してください。

８．兼業売上高

①下記科目(１)(３)(４)(５)は、完成工事原価報告書等、下記科目(２)(６)(７)(８)は、完成工事原価報告書、損益計算書

等

に基づき、設問７と同じ決算期の決算確定値を記入してください。

②建設業以外の部門がある場合については売上高比率であん分するなど、適切な方法により建設部門に対応する額を推定し

て

ください。

９．建設業の付加価値額及び原価等

兆
千

億

百

億

十

億
億

千

万

百

万
金 額

科 目

(３)材 料 費

うち人件費

(１)経 費

(円)

(２)販売費及び一般管理費

うち人件費

兆
千

億

百

億

十

億
億

千

万

百

万
金 額

科 目

(５)外 注 費

(８)減 価 償 却 費

(７)営 業 損 益

(６)租 税 公 課

うち労務外注費

(４)労 務 費

(円)

業態別工事種類一覧（建設業許可の28工事種類を基本とする分類）

０１ 土木一式工事

０２ 建築一式工事

（木造建築一式工事を除く）

０３ 木造建築一式工事

０４ 大工工事

０５ 左官工事

０６ とび・土工・コンクリート工事

（はつり・解体工事を除く）

０７ はつり・解体工事

０８ 石工事

０９ 屋根工事（金属製屋根工事を除く）

１０ 金属製屋根工事

１１ 電気工事

１２ 管工事

１３ タイル・れんが・ブロック工事

（築炉工事を除く）

１４ 築炉工事

１５ 鋼構造物工事

１６ 鉄筋工事

１７ ほ装工事

１８ しゅんせつ工事

１９ 板金工事

２０ ガラス工事

２１ 塗装工事

２２ 防水工事

２３ 内装仕上工事

２４ 機械器具設置工事

２５ 熱絶縁工事

２６ 電気通信工事

２７ 造園工事

２８ さく井工事

２９ 建具工事

３０ 水道施設工事

３１ 消防施設工事

３２ 清掃施設工事

秘 基 幹 統 計 調 査

建 設 工 事 統 計

様式第３号（第８条）関係

国土交通省 平成 年 建設工事施工統計調査票（１）
建 設 工 事 統 計 調 査

(円)

SAMPLE

012204
スタンプ
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SAMPLE



乙受注

様式第２号（第８条関係） 建 設 工 事 統 計 調 査

国土交通省 秘 建設工事受注動態統計調査票乙（大手建設業者） 整理番号

1. 受 注 高 (平成 年 月分) （単位：百万円）

工 事 種 類 別 建 築 土 木

事務所 宿 泊 工 場 倉 庫 教 育 医 療 娯 楽 治 山 上 下 土 地 港 湾 計
店 舗 流 通 住 宅 研 究 その他 計 鉄 道 道 路 電線路 その他 計

発 注 者 別 庁 舎 施 設 発電所 施 設 文化施設 福祉施設 施 設 治 水 水 道 造 成 空 港

製 造 業

農 林 漁 業

鉱業,採石業,砂利採取業,建設業

非 電気・ガス・熱供給・水道業

民 運 輸 業，郵 便 業

製 情 報 通 信 業

間 卸 売 業，小 売 業

造 金 融 業，保 険 業

等 不 動 産 業

業 サ ー ビ ス 業

そ の 他

小 計

計

国 国

公 の 独 立 行 政 法 人

機 政 府 関 連 企 業 等

共 関 小 計

地 都 道 府 県

機 方 市 区 町 村

の 地 方 公 営 企 業

関 機 そ の 他

関 小 計

計

駐留軍・外国公館

小 口 工 事

合 計

海 外

総 計

第１面

基 幹 統 計 調 査

この調査は、統計法に基づき政府が

実施する基幹統計調査です。秘密の

保護には万全を期していますので、

SAMPLE

012204
スタンプ



乙県別

2.施工高及び未消化工事高 （ 平成 年 月分） 整理番号
合 計 建 築 土 木

施 工 高（月 間） 0 （単位：百万円）

未消化工事高（月末） 0

※施工高は、1.受注高の調査対象月の前月中の実績施工高
未消化工事高は、1.受注高の調査対象月の前月末時点の未消化工事高
都道府県別受注高は、1.受注高の調査対象月の前月中の実績受注高

3. 都道府県別受注高 （ 平成 年 月分） (単位：百万円）

受 注 高 受 注 高 受 注 高 受 注 高 受 注 高 受 注 高
都道府県名 都道府県名 都道府県名 都道府県名 都道府県名 都道府県名

01 北海道 09 栃木 17 石川 25 滋賀 33 岡山 41 佐賀

02 青森 10 群馬 18 福井 26 京都 34 広島 42 長崎

03 岩手 11 埼玉 19 山梨 27 大阪 35 山口 43 熊本

04 宮城 12 千葉 20 長野 28 兵庫 36 徳島 44 大分

05 秋田 13 東京 21 岐阜 29 奈良 37 香川 45 宮崎

06 山形 14 神奈川 22 静岡 30 和歌山 38 愛媛 46 鹿児島

07 福島 15 新潟 23 愛知 31 鳥取 39 高知 47 沖縄

08 茨城 16 富山 24 三重 32 島根 40 福岡 計

第２面

SAMPLE




